
 （総  則）
第1条  令和6年度三島市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

 （業務の予定量）
第2条  業務の予定量は、次のとおりとする。
  (1) 給水件数 49,700 件
  (2) 年間給水量 14,580,000 ㎥
  (3) 一日平均給水量 39,945 ㎥
  (4) 主要な建設改良事業
      配水管延長工事費 843,321 千円
      簡易水道建設費 75,000 千円
      営業設備費 3,226 千円

 （収益的収入及び支出）
第3条  収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

  第1款  水道事業収益 1,660,685 千円
    第1項  営業収益 1,547,180 千円
    第2項  営業外収益 113,505 千円

  第1款  水道事業費用 1,576,143 千円
    第1項  営業費用 1,515,769 千円
    第2項  営業外費用 52,374 千円
    第4項  予備費 8,000 千円

  （資本的収入及び支出）
第4条  資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的
  支出額に対し不足する額 690,954千円は、過年度分損益勘定留保資金 411,776千円、
  当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 64,758千円、
　減債積立金 107,200千円、建設改良積立金 107,220千円で補填するものとする。）。

  第1款  資本的収入 464,640 千円
    第1項  企業債 450,000 千円
    第2項  固定資産売却代金 1 千円
    第6項  県支出金 288 千円
    第7項  工事負担金 14,350 千円
    第8項  寄附金 1 千円

  第1款  資本的支出 1,155,594 千円
    第1項  建設改良費 921,547 千円
    第2項  企業債償還金 234,047 千円

議第７号

令和6年度三島市水道事業会計予算

収          入

支          出

収          入

支          出
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 （債務負担行為）
第5条  債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

 （企業債）
第6条  起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率

千円 %

 （一時借入金）
第7条  一時借入金の限度額は、400,000千円と定める。

 （予定支出の各項の経費の金額の流用）
第8条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め
  る。
　(1)  営業費用から営業外費用消費税及び地方消費税への流用

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第9条  次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、
  又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら
  ない。
　(1)  職員給与費 143,967 千円

 （たな卸資産購入限度額）
第10条  たな卸資産の購入限度額は、42,600千円と定める。

    令和６年２月１４日提出

　　　 三島市長　　豊　岡　武　士   

償 還 の 方 法

令和7年度

事　　　項 期　　　間 限　度　額

証書借入又は
証券発行

　借入先の融資条件による。
　ただし、企業財政その他の都合に
より繰上償還又は低利に借り換える
ことができる。

450,000上水道事業 5.0以内

水道管路耐震化・更新計画
策定業務委託

23,100千円
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１ 水道事業収益

１ 営業収益

１ 給水収益

３ 受託給水工事収益

４ その他営業収益

２ 営業外収益

１ 水道加入金

２ 受取利息及び配当金

４ 県補助金

５ 長期前受金戻入

６ 雑収益 不用品売却収益その他

１ 水道事業費用

１ 営業費用

１ 原水及び浄水費

２ 配水及び給水費

３ 簡易水道維持費

４ 受託給水工事費

５ 総係費

６ 減価償却費

７ 資産減耗費

８ その他営業費用

２ 営業外費用

３ 雑支出

４ 消費税及び地方消費税

４ 予備費

１ 予備費

令和6年度三島市水道事業会計予算実施計画

450,499

8,000

8,459

49,668 企業債及び一時借入金利息

納付消費税及び地方消費税額

2,094

固定資産の除却費

材料売却原価

固定資産の減価償却費

給水装置新設増設修理等の費用

88

原水の取入施設の維持に要する費用

予 定 額

業務に係る費用

運用金利息

簡易水道施設の維持管理に要する費用

水道加入金

工事受託収益

国庫補助金等で取得した償却資産の減
価償却見合分を順次収益化するもの

113,505

地震・津波対策等減災交付金

備 考

33,831

水道施設の維持管理に要する費用

3,166

10,010

項

款

1,533,259

4,352

43,879

9,569

款
千円

32,541

1

8,000

612

支 出

1,515,769

予 定 額
千円

項

1,660,685

材料売却及び諸手数料

水道料金

備 考

1,547,180

収益的収入及び支出

533,673

325,121

25,002

1,576,143

収 入

目

目

52,374
１ 支払利息及び企業債
   取扱諸費

163,004
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１ 資本的収入

１ 企業債

１ 企業債

２ 固定資産売却代金

１ 固定資産売却代金

６ 県支出金

２ 県交付金

７ 工事負担金

１ 工事負担金

８ 寄附金

１ 工事寄附金

１ 資本的支出

１ 建設改良費

１ 配水管延長工事費

３ 簡易水道建設費

４ 営業設備費

２ 企業債償還金

１ 企業債償還金

資本的収支不足額  補填財源

　　過年度分損益勘定留保資金    

  　当年度分消費税及び地方

  　　消費税資本的収支調整額　　　　     

  　減債積立金

  　建設改良積立金  

690,954千円 411,776千円

上水道事業起債

項

1

288 地震・津波対策等減災交付金

107,220千円

64,758千円

107,200千円

備 考

1

14,350

予 定 額

消火栓設置工事負担金及び配水本管移
設工事負担金

450,000

支 出

款 目

千円

464,640

目項款 備 考

資本的収入及び支出

3,226

千円

75,000

14,350

1

450,000

1

288

1,155,594

収 入

予 定 額

234,047

234,047

921,547

843,321
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（ 単位　 円）

１  業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　 当年度純利益（△純損失） 18,999,600

減価償却費 450,497,400

固定資産除却費 10,000,000

退職給付引当金の増減額（△は減少） 557,000

賞与引当金の増減額（△は減少） 700,000

長期前受金戻入額 △ 43,879,000

受取利息及び受取配当金 △ 88,000

支払利息 49,668,000

未収金の増減額（△は増加） 8,728,000

未払金の増減額（△は減少） 612,000

たな卸資産の増減額（△は増加） 825,000

小計 496,620,000

利息及び配当金の受取額 88,000

利息の支払額 △ 49,668,000

業務活動によるキャッシュ・フロー 447,040,000

２  投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　　 有形固定資産の取得による支出 △856,818,000

　　　　 有形固定資産の売却による収入 1,000

工事負担金等による収入 14,639,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △842,178,000

３  財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　 建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 450,000,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △234,047,000

財務活動によるキャッシュ・フロー 215,953,000

　　資金増加額（又は減少額） △179,185,000

　　資金期首残高 1,612,047,623

　　資金期末残高 1,432,862,623

令和6年度三島市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

(令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）
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1 総　括

15 (6)

17 (6)

△ 2 (0)

　　　（　）内は、再任用短時間勤務職員及びパートタイム会計年度任用職員の外書き

(児童手当は含まず）

比較 △ 1,1600 1,655

0前年度

93

120,841

121,930

△ 1,089

13,423

883

比較

区 分

本年度

前年度

比較

手

当

の

内

訳

区 分

本年度

前年度

合　計

143,967

145,127

△ 2,7440

法　定

福利費

23,126

23,197

△ 71

16,932

手 当 手 当

464

30

1,278

退 職

5,895

△ 248

30

手 当

1,849

手 当
時 間 外
勤務手当

1,53940 5,895

△ 244

16,688

2,097 40 943

596

通 勤

45,565

43,910

一般職

0

75,276

78,020

0

（人）

区　　分 特別職
報酬 給料

本年度

給　　　　　与　　　　　費

計

扶 養

0

2,383

地 域
手 当

給　与　費　明　細　書

手当

（単位　千円）

（人）

職員数

1,499

手 当

1,611 2,451

手 当

給 付 費

1,632

△ 68 354△ 112

管理職員
特別勤務

手　当

60 557

住 居

00

勤 勉管 理 職 期 末特殊勤務
手　当

12,540
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(1)　会計年度任用職員以外の職員

15 (2)

16 (2)

△ 1 (0)

　　（　）内は、再任用短時間勤務職員の外書き

(児童手当は含まず）

(2)　会計年度任用職員

0 (4)

1 (4)

△ 1 (0)

　　（　）内は、パートタイム会計年度任用職員の外書き

1,107

21,453

給　　　　　与　　　　　費

計

法　定

福利費

0 △ 950

通 勤

報酬

1,895

0

△ 112

1,107

区 分

本年度

手 当

464

退 職
給 付 費

2,206

地 域

0

扶 養

比較

前年度 1,611

比較 30

30

手

当

の

内

訳

比較

合　計

132,472

△ 139596

前年度

12,540

△ 35 354 △ 248

401,278

△ 224

5,745 943 15,503

60 557

0 0

勤 勉特殊勤務
手　当

時 間 外
勤務手当

1,499 2,171 1,632 1,647 40 15,3641,539

本年度

0 0 70,085 41,884 21,468

△ 15

111,019

111,969

（単位　千円）

区　　分

職員数

特別職 一般職
報酬 給料

法　定
給　　　　　与　　　　　費

計
福利費

区 分
管理職員
特別勤務

手　当

本年度

手当
（人） （人）

0 0 68,449 42,570

手 当 手 当 手 当

△ 1,636 686

住 居

5,745

133,437

△ 965

管 理 職 期 末
手 当 手 当 手 当

12,316

前年度 93

（単位　千円）

区　　分

職員数

合　計特別職 一般職
給料 手当

（人） （人）

11,495

前年度 0 0 7,935 2,026 1,729 11,690

本年度

9,961

1,6730 0 6,827 2,995

△ 56△ 1390 △ 1,108

9,822

手

当

の

内

訳

区 分
地 域 通 勤

比較 0

比較 △ 33 0

△ 195

手 当

969

手 当
勤 勉期 末

△ 105

1,324

前年度 245 202 0 150 1,429

本年度

0 0

手 当 手 当

212 202 0 150

特殊勤務
手　当

時 間 外
勤務手当
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2 　給料及び手当の増減額の明細

職員数の異動状況

（その他）

3 　給料及び手当の状況

（1） 職員１人当たり給与

△ 2,744

372,068

令和5年1月1日現在

平均給与月額（円）

その他の
増減分

平均給料月額（円）

令和6年1月1日現在

平均給料月額（円）

42.6

区　　分

手
 
 
当

969

区分 増 減 額 増減事由別内訳 説　　明

△ 2,849

その他の
増減分

給与改定に
伴う増減分

人事院勧告に伴う給
与改定に伴う増

給
　
　
　
料

退職給付費

1,655

会計年度任用職員の
増減分

1,039

△ 394

466

△ 3,957

昇給に伴う
増加分

747

0人

△ 1人

職員構成の変動に係る
増減分

平均昇給率　1.23%

（現に在職する
職員数）

（計）

0人

期末勤勉手当の改定
による増

374,809

43.2

平均給与月額（円）

平 均 年 齢 （歳）

337,627

会計年度任用職員の
増減分

一般行政職

平 均 年 齢 （歳）

△ 1,108

（単位　千円）

本年度

16人 0人

備　考

15人

平均　0.92%

15人

329,293

464

16人

制度改正に
伴う増減分

616
期末手当2.4月分→2.45月分
勤勉手当2.0月分→2.05月分

△ 1人

前年度

増　減

その他の変動分
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（2） 初任給

（3） 級別職員数

　（　）内は、再任用短時間勤務職員の外書き

（級別の基準となる職務）

（4） 昇給

比 率 （B）／（A）（％） 100.0

6号給 （人）
8号給 （人）

4号給 （人） 13号 給 数 別 内 訳

2号給 （人） 2

3号給 （人）

 昇 給 に 係 る 職 員 数（B） （人） 15

比 率 （B）／（A）（％） 93.3

前
年
度

 職　　   員　　   数　 （A） （人） 15

6号給 （人）
8号給 （人）

12号 給 数 別 内 訳

2号給 （人） 1

3号給 （人）
本
年
度

 職　　   員　　   数　 （A） （人） 15

 昇 給 に 係 る 職 員 数（B） （人） 14

1
4号給 （人）

区　　分 一 般 行 政 職

主 任

5級

部 長

副 参 事

7級

参 事

6級

主 幹

課長補佐 課 長

令和5年1月1日現在

7級

5級

8級

技 師

区　　分

一 般 行 政 職

0

15

7級

8級

計

3級

4級

6級

4級

2級

係 長

2級

副 主 任

副主任技師

主 査

1級

2級

技術主査

3級

1

6級

5級令和6年1月1日現在

1級

主 事 補

技 師 補

主 事

3級

1級

( )

( )

(2)

100.0

区　　分 級

0

6

2

計

高　校　卒

大　学　卒

区　　分

8級4級

( )

( )

構成比（％）

( )

2

1

2 ( )

0.0

一般行政職
職員数（人）

13.3

13.3

2

0

15

0

6

(2)

( )

( )

(100.0)

0

2

3

3

( )

(2)

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

(2)

( )

( )

( )

(100.0)

( )

( )

( )

( )

(100.0)

( )

( )

( )

( )

(100.0)

0.0

40.0

0.0

13.3

20.0

20.0

6.7

13.3

100.0

0.0

40.0

6.8

13.3

0.0

170,900

202,100

一般行政職（円）
一般会計の制度

一般行政職（円）

170,900

202,100
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（5） 特殊勤務手当

（6） 期末手当・勤勉手当

（7） 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

（8） その他の手当

〃 －

住 居 手 当

通 勤 手 当

備考

定年前早期退職
特例措置

2％～45％加算

定年前早期退職

〃 －

扶 養 手 当

地 域 手 当

〃 －

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

同　　じ －

特例措置

2％～45％加算

47.709 47.709

35年勤続
の者

最　高
限　度

（月分） （月分）

47.709

そ の 他 の
加 算 措 置等

一般会計の制度

区 分

（支給率等）

 職制上の段階、
 職務の級等に
 よる加算措置

有

有2.200

12月（月分）

支 給 率 等 47.709

備考

4.40

4.50

4.50

0

本 年 度

 代表的な特殊勤務手当の名称

6月（月分）

区　分

一般行政職

0.0

0.0

支給率計
（月分）

有

区　　　分

危険作業手当

2.200

2.250

一般会計の制度

 給料総額に対する比率 （％）

24.586875 33.27075

24.586875 33.27075

前 年 度

2.250 2.250

区　分

（月分） （月分）

 支給対象職員の比率
（令和6年1月1日現在）

2.250

 支給対象職員1人当たり
 平均支給月額

（円）

（％）

20年勤続
の者

25年勤続
の者

支 給 期 別 支 給 率

- 10 -



（単位　千円）

令和4年度から
令和5年度まで

3,837

60,136

3,837

32,295

60,136

一般財源

19,635
令和6年度から
令和8年度まで

38,769

12,660

令和4年度から
令和5年度まで

令和4年度から
令和5年度まで

2,473

一般財源

98,905

簡易水道に係る
水質測定管理
業務委託

令和6年度から
令和8年度まで

6,310

伊豆島田浄水場
計器監視業務委託

206,832

金額

令和6年度から
令和8年度まで

上水道に係る水質
測定管理業務委託

事項

令和3年度から
令和5年度まで

限度額
（見込）額

左の財源内訳

当該年度以降の

期間

支払義務発生

予定額

金額

水道料金徴収
業務委託 373,450 166,618

債務負担行為に関する調書

支払義務発生

期間

前年度末までの

令和6年度から
令和7年度まで

166,618

一般財源

一般財源

19,635

水道管路耐震化・
更新計画策定
業務委託

令和6年度から
令和7年度まで

一般財源

38,500 38,500 38,500
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1　固  定  資  産 （単位　円）

 (1)　有 形 固 定 資 産

ア 土 地 489,313,098

イ 建 物 495,531,197

減価償却累計額 △226,716,621 268,814,576

ウ 構 築 物 21,080,739,009

減価償却累計額 △9,718,556,698 11,362,182,311

エ 機 械 及 び 装 置 2,662,126,498

減価償却累計額 △2,052,380,164 609,746,334

オ 車 両 運 搬 具 24,182,235

減価償却累計額 △18,520,137 5,662,098

カ 工具、器具及び備品 24,908,829

減価償却累計額 △20,294,011 4,614,818

キ 建 設 仮 勘 定 334,961,140

13,075,294,375

 (2)　無 形 固 定 資 産

ア 施 設 利 用 権 2,217,939

イ 電 話 加 入 権 775,900

2,993,839

 (3)　投 資 そ の 他 の 資 産

ア 長 期 貸 付 金 100,000,000

100,000,000

13,178,288,214

２  流  動  資  産

 (1)　現　金　預　金 1,432,862,623

 (2)　未 　 収 　 金

ア 営 業 未 収 金 154,358,785

イ 営 業 外 未 収 金 0

ウ そ の 他 未 収 金 0

　 貸 倒 引 当 金 △797,000 153,561,785

 (3)　貯 　 蔵 　 品

ア 材 料 12,286,686

イ 貯 蔵 量 水 器 531,313

12,817,999

 (4)  そ の 他 流 動 資 産 20,000

1,599,262,407

14,777,550,621

令和6年度三島市水道事業予定貸借対照表
令和7年3月31日

資    産    の    部

有形固定資産合計

無形固定資産合計

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

貯 蔵 品 合 計
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３  固  定  負  債 （単位：円）

 (1)　企　 業　 債

ア 建設改良費等の財源に
4,641,564,864

 (2)　引 　当　 金

ア 退職給付引当金 5,201,000

 (3)　そ の 他 固 定 負 債 0

4,646,765,864

４  流  動  負  債

 (1)　企　 業　 債

ア 建設改良費等の財源に
249,124,982

 (2)　未   払   金

ア 営 業 未 払 金 30,000,000

イ 営 業 外 未 払 金 612,000

ウ そ の 他 未 払 金 0

　 未  払  金  合  計 30,612,000

 (3)　引 　当　 金

ア 退職給付引当金 0

イ 賞 与 引 当 金 10,161,000

　 引  当  金  合  計 10,161,000

 (4)  そ の 他 流 動 負 債 54,038,280

343,936,262

５  繰  延  収  益

 (1)　長 期 前 受 金

ア 受贈財産評価額 1,057,771,065

収 益 化 累 計 額 △696,457,516 361,313,549

イ 国 庫 補 助 金 35,480,000

収 益 化 累 計 額 △31,375,595 4,104,405

ウ 県 補 助 金 31,944,883

収 益 化 累 計 額 △7,774,163 24,170,720

エ 工 事 寄 附 金 88,260

収 益 化 累 計 額 △81,947 6,313

オ 工 事 負 担 金 1,027,259,739

収 益 化 累 計 額 △666,732,121 360,527,618

カ 他 会 計 補 助 金 30,460,059

収 益 化 累 計 額 △6,102,636 24,357,423

キ 県 交 付 金 82,623,000

収 益 化 累 計 額 △11,394,046 71,228,954

845,708,982

845,708,982

5,836,411,108

負    債    の    部

充てるための企業債

固 定 負 債 合 計

充てるための企業債

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計
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６  資   本   金 （単位：円）

 (1)　資  本  金

ア 固 有 資 本 金 14,977,882

イ 組 入 資 本 金 6,297,401,834

ウ 繰 入 資 本 金 832,800,000

7,145,179,716

７  剰   余   金

 (1)　資 本 剰 余 金

ア 受贈財産評価額 274,398,159

イ 県 補 助 金 17,897,117

ウ 工 事 寄 附 金 42,344,000

エ 工 事 負 担 金 15,696,388

350,335,664

 (2)　利 益 剰 余 金

ア 減 債 積 立 金 506,417,772

イ 建設改良積立金 494,509,698

ウ 当年度未処分利益剰余金 444,696,663

1,445,624,133

1,795,959,797

8,941,139,513

14,777,550,621

資    本    の    部

資 本 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計
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　Ⅰ．重要な会計方針

　　１　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　・貯蔵品　移動平均法による原価法

　　２　固定資産の減価償却の方法

　　　(1) 有形固定資産

　　 　 ・減価償却の方法　定額法（ただし、量水器については取替法による。）　

 　　　 ・主な耐用年数

 　　　　 建物　 15～65年 構築物 10～60年

 　　　　 機械及び装置　 6～20年 車両運搬具　 4～5年

 　　　　 工具器具及び備品　2～15年

　　　(2) 無形固定資産

 　 　　・減価償却の方法　定額法　

  　  　・主な耐用年数

 　　　 　施設利用権 15～42年 ソフトウェア 5年

　　３　引当金の計上方法

　　　(1) 退職給付引当金　

 　　　　 職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する

　　  　金額を計上している。なお、一般会計が負担する職員については、退職給付引当金を計上

 　　　 していない。

　　　(2) 賞与引当金

　　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにこれに係る法定福利費の支出に備えるため、

 　　　 当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　　　(3) 貸倒引当金

　　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により回収不能見込額を計上して

　　　　いる。　　　

　　４　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

　Ⅱ．予定貸借対照表等関連

　　　　引当金の取崩し（賞与引当金の取崩し）

　　　　　令和6年6月に、令和5年12月分から令和6年3月分の期末手当及び勤勉手当の支給並びに

　　　　これに係る法定福利費の支出をすることになるため、賞与引当金10,585千円を取り崩す。

注記
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１  営 業 収 益 （単位　円）

 (1) 給  水  収  益 1,410,862,000

 (2) 受託給水工事収益 4,352,000

 (3) その他営業収益 8,642,000 1,423,856,000

２  営 業 費 用

 (1) 原水及び浄水費 521,100,000

 (2) 配水及び給水費 272,733,000

 (3) 簡易水道維持費 17,037,000

 (4) 受託給水工事費 8,171,000

 (5) 総　　係　　費 166,279,000

 (6) 減 価 償 却 費 443,284,000

 (7) 資 産 減 耗 費 10,010,000

 (8) その他営業費用 1,000 1,438,615,000

   営  業  利　益 △14,759,000

３  営 業 外 収 益

 (1) 水 道 加 入 金 29,715,000

 (2) 受取利息及び配当金 83,000

 (3) 長期前受金戻入 41,518,000

 (4) 雑　　収　　益 33,982,000 105,298,000

４  営 業 外 費 用

 (1) 支　払　利　息 47,284,000

 (2) 雑　　支　　出 9,885,000 57,169,000 48,129,000

   経  常  利　益 33,370,000

  当 年 度 純 利 益 33,370,000

  前年度繰越利益剰余金 4,694,461

  その他未処分利益剰余金変動額 173,212,602

  当年度未処分利益剰余金 211,277,063

  令和5年度三島市水道事業予定損益計算書（前年度分）

(令和5年4月1日から令和6年3月31日まで）
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1　固  定  資  産 （単位　円）

 (1)　有 形 固 定 資 産

ア 土 地 489,314,098

イ 建 物 495,531,197

減価償却累計額 △217,467,621 278,063,576

ウ 構 築 物 20,346,375,009

減価償却累計額 △9,343,946,698 11,002,428,311

エ 機 械 及 び 装 置 2,613,494,498

減価償却累計額 △1,991,971,164 621,523,334

オ 車 両 運 搬 具 24,182,235

減価償却累計額 △15,472,137 8,710,098

カ 工具、器具及び備品 24,122,829

減価償却累計額 △18,364,011 5,758,818

キ 建 設 仮 勘 定 283,763,140

12,689,561,375

 (2)　無 形 固 定 資 産

ア 施 設 利 用 権 2,358,939

イ 電 話 加 入 権 775,900

ウ ソ フ ト ウ ェ ア 1,110,400

4,245,239

 (3)　投 資 そ の 他 の 資 産

ア 長 期 貸 付 金 100,000,000

100,000,000

12,793,806,614

２  流  動  資  産

 (1)　現　金　預　金 1,601,333,623

 (2)　未 　 収 　 金

ア 営 業 未 収 金 155,558,785

イ 営 業 外 未 収 金 7,528,000

ウ そ の 他 未 収 金 0

　 貸 倒 引 当 金 △797,000 162,289,785

 (3)　貯 　 蔵 　 品

ア 材 料 12,895,686

イ 貯 蔵 量 水 器 747,313

13,642,999

 (4)  そ の 他 流 動 資 産 20,000

1,777,286,407

14,571,093,021

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

貯 蔵 品 合 計

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

令和5年度三島市水道事業予定貸借対照表（前年度分）
令和6年3月31日

資    産    の    部

有形固定資産合計

無形固定資産合計
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３  固  定  負  債 （単位：円）

 (1)　企　 業　 債

ア 建設改良費等の財源に
4,440,689,864

 (2)　引 　当　 金

ア 退職給付引当金 4,644,000

 (3)　そ の 他 固 定 負 債 0

4,445,333,864

４  流  動  負  債

 (1)　企　 業　 債

ア 建設改良費等の財源に
234,046,982

 (2)　未   払   金

ア 営 業 未 払 金 30,000,000

イ 営 業 外 未 払 金 0

ウ そ の 他 未 払 金 0

　 未  払  金  合  計 30,000,000

 (3)　引 　当　 金

ア 退職給付引当金 0

イ 賞 与 引 当 金 10,585,000

　 引  当  金  合  計 10,585,000

 (4)  そ の 他 流 動 負 債 54,038,280

328,670,262

５  繰  延  収  益

 (1)　長 期 前 受 金

ア 受贈財産評価額 1,057,771,065

収 益 化 累 計 額 △675,774,516 381,996,549

イ 国 庫 補 助 金 35,480,000

収 益 化 累 計 額 △31,001,595 4,478,405

ウ 県 補 助 金 31,944,883

収 益 化 累 計 額 △7,240,163 24,704,720

エ 工 事 寄 附 金 87,260

収 益 化 累 計 額 △81,947 5,313

オ 工 事 負 担 金 1,012,909,739

収 益 化 累 計 額 △647,489,121 365,420,618

カ 他 会 計 補 助 金 30,460,059

収 益 化 累 計 額 △5,476,636 24,983,423

キ 県 交 付 金 82,335,000

収 益 化 累 計 額 △8,975,046 73,359,954

874,948,982

874,948,982

5,648,953,108

充てるための企業債

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

負    債    の    部

充てるための企業債

固 定 負 債 合 計
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６  資   本   金 （単位：円）

 (1)　資  本  金

ア 固 有 資 本 金 14,977,882

イ 組 入 資 本 金 6,297,401,834

ウ 繰 入 資 本 金 832,800,000

7,145,179,716

７  剰   余   金

 (1)　資 本 剰 余 金

ア 受贈財産評価額 274,398,159

イ 県 補 助 金 17,897,117

ウ 工 事 寄 附 金 42,344,000

エ 工 事 負 担 金 15,696,388

350,335,664

 (2)　利 益 剰 余 金

ア 減 債 積 立 金 613,617,772

イ 建設改良積立金 601,729,698

ウ 当年度未処分利益剰余金 211,277,063

1,426,624,533

1,776,960,197

8,922,139,913

14,571,093,021

資 本 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資    本    の    部
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　Ⅰ．重要な会計方針

　　１　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　・貯蔵品　移動平均法による原価法

　　２　固定資産の減価償却の方法

　　　(1) 有形固定資産

　　 　 ・減価償却の方法　定額法（ただし、量水器については取替法による。）　

 　　　 ・主な耐用年数

 　　　　 建物　 15～65年 構築物 10～60年

 　　　　 機械及び装置　 6～20年 車両運搬具　 4～5年

 　　　　 工具器具及び備品　2～15年

　　　(2) 無形固定資産

 　 　　・減価償却の方法　定額法　

  　  　・主な耐用年数

 　　　 　施設利用権 15～42年 ソフトウェア 5年

　　３　引当金の計上方法

　　　(1) 退職給付引当金　

 　　　　 職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する

　　  　金額を計上している。なお、一般会計が負担する職員については、退職給付引当金を計上

 　　　 していない。

　　　(2) 賞与引当金

　　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにこれに係る法定福利費の支出に備えるため、

 　　　 当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　　　(3) 貸倒引当金

　　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により回収不能見込額を計上して

　　　　いる。　　　

　　４　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

注記（前年度分）
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